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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第58期中は潜在株式が存在しないため記載しておりません。ま

た、第57期は新株引受権付社債を発行しておりますが、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

３ 第58期中の中間純損失は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものであります。 

  

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 111,307 107,549 108,380 224,500 213,610

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) 1,402 250 351 1,952 △1,142

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) 1,171 217 △3,845 1,263 △1,491

純資産額 (百万円) 65,411 65,439 61,911 67,134 64,420

総資産額 (百万円) 127,811 124,379 119,438 129,558 121,795

１株当たり純資産額 (円) 494.85 497.61 467.89 507.95 487.22

１株当たり中間(当期) 
純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(円) 8.86 1.65 △29.06 9.56 △11.32

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 

(円) 8.85 1.65 ― 9.55 ―

自己資本比率 (％) 51.2 52.6 51.8 51.8 52.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,780 △5 16 5,859 653

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,299 △2,117 △1,930 △2,610 △2,659

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,349 △2,012 △1,267 △1,909 △1,482

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 12,411 9,430 6,903 13,563 10,077

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
2,783 
(4,588)

3,132
(4,610)

3,043
(4,466)

2,713 
(4,510)

3,006
(4,515)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 〔１株当たり純資産額〕、〔１株当たり中間(当期)純利益又は中間(当期)純損失〕及び〔潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益〕については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 第58期中の中間純損失は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものであります。 

  

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 94,920 85,164 86,123 183,136 168,836

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) 653 △201 45 194 △1,683

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) 890 185 △3,789 418 △1,615

資本金 (百万円) 6,705 6,705 6,716 6,705 6,716

発行済株式総数 (株) 132,386,909 132,386,909 132,527,909 132,386,909 132,527,909

純資産額 (百万円) 61,680 61,287 57,635 62,953 60,125

総資産額 (百万円) 117,228 113,085 108,907 116,318 110,563

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
― 

(―)

―

(―)

―

(―)

3.00 

(―)

3.00

(―)

自己資本比率 (％) 52.6 54.2 52.9 54.1 54.4

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
1,826 
(1,779)

1,752
(1,558)

1,656
(1,456)

1,760 
(1,633)

1,671
(1,500)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容に重要な変更はありませ

ん。また主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、調理・加工食品等の販売を行っておりました丸大水産㈱は、保有株式を売却したた

め関係会社に該当しなくなりました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 各事業部門の従業員は、概ね同一の販売市場、経路及び販売形態による事業活動を行なっているため、一括して記載して

おります。 

２ 従業員数は、就業人員であります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在の従業員数は、1,656名であります。 

なお、このほか臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員は、1,456名であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

現在、当社並びに一部の連結子会社については、ＵＩゼンセン同盟に加盟しております。なお、労使関係は良好

であります。 

  

事業部門の名称 従業員数(名)

ハム・ソーセージ 

調理・加工食品 
2,926
( 4,442) 

生肉他 

管理部門 
117
( 24) 

計 
3,043
( 4,466) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の回復を受け、雇用や個人消費にも改善の動きが見られるなど、

緩やかな回復を続けておりますが、当食肉加工業界におきましては、米国産牛肉の輸入停止措置の長期化や豚肉等

の原料価格の高止まりなど、引き続き厳しい状況下で推移しました。 

このような状況のなか、当社グループは、中期３カ年計画の推進を通して、より安全で安心な食品の提供に努め

る一方、生産能力増強などの営業基盤の強化や生産・販売部門の体質強化を図り、業績の回復に取り組んでまいり

ました。 

当中間連結会計期間の売上高につきましては、生肉部門の売上が、米国産牛肉の輸入停止長期化などの影響を受

け伸び悩みましたが、ハム・ソーセージや調理・加工食品部門が堅調に推移し、全体の売上高は1,083億80百万円

(前中間連結会計期間比 8億31百万円の増加)と前中間連結会計期間比0.8％の増収となりました。 

利益面におきましても、ハム・ソーセージの原料である豚肉価格の高止まりや原油価格高騰に起因する諸コスト

の上昇がありましたものの、売上高増加による利益増に加え、生産・販売部門の合理化などにより、利益率が改善

しましたこと等から、営業利益 1億80百万円(前中間連結会計期間比 1億10百万円の増加)、経常利益は 3億51百万

円(前中間連結会計期間比 1億 1百万円の増加)と前中間連結会計期間を上回りました。 

しかしながら最終純利益は、減損損失39億 2百万円を特別損失として計上しましたことから、中間純損失38億45

百万円(前中間連結会計期間比40億62百万円の減少)と前中間連結会計期間比大幅な減益となりました。 

各部門別売上の状況は、次の通りでございます。 

ハム・ソーセージ部門 

お客様の消費ニーズに合わせた新商品の開発や既存商品のリニューアルに加えて、サッカーワールドカップ日本

代表応援キャンペーン等の販売促進策の実施により、発売10周年を迎えた「燻製屋熟成ウインナー」等のソーセー

ジやベーコンなどの売上が堅調に推移しましたことから、結果、当部門全体の売上高は379億66百万円と前中間連結

会計期間比1.4％の増収となりました。 

調理・加工食品部門 

ミート加工品は、豪州産牛肉を使った真空焼肉の売上増加がありましたものの、総じて低調に推移しました。 一

方、カレーを中心としたレトルト惣菜が、積極的な販売活動により売上を伸ばしましたほか、調理惣菜やチキン惣

菜、ヨーグルトやスナックなどの売上が、新規商品の投入による品揃えの充実などにより堅調に推移しましたこと

から、結果、当部門全体の売上高は 422億50百万円と前中間連結会計期間比0.7％の増収となりました。 

生肉他部門 

牛肉、豚肉の売上は、米国産牛肉の輸入停止が継続するなか、販売価格の上昇などにより消費が低迷し低調に推

移いたしましたが、鶏肉の売上が増加いたしましたことから、結果、当部門全体の売上高は前中間連結会計期間の

水準を維持し、281億64百万円となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物残高（以下「資金」という）は、69億3百万円と

なり、前連結会計年度末比31億73百万円減少しました。 

各キャッシュ・フローの状況は、次の通りでございます。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

売上債権やたな卸資産の増加など資金の減少要因がありましたが、減価償却費の計上や仕入債務の増加などか

ら、営業活動による資金は16百万円増加しました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

固定資産の売却による収入等、資金の増加要因がありましたが、生産設備の増強・合理化、品質安定のための固

定資産取得による支出が19億81百万円ありましたことから、投資活動による資金は19億30百万円減少しました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

配当金の支払いや引き続き有利子負債の圧縮を進めましたことから、財務活動による資金は12億67百万円減少し

ました。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

  

(2) 受注状況 

当社グループは、主として消費動向の予測にもとづく見込み生産によっております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に、重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

事業部門の名称 生産量(屯) 前年同期比(％) 

ハム・ソーセージ 44,830 1.1 

調理・加工食品 43,654 4.6 

生肉他 764 △3.5 

計 89,248 2.7 

事業部門の名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

ハム・ソーセージ 37,966 1.4 

調理・加工食品 42,250 0.7 

生肉他 28,164 0.0 

計 108,380 0.8 



５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、当中間連結会計期間、中央研究所ならびに各事業部門等の研究開発組織がお客様

に安全で安心していただける商品を提供することを基本に、基礎研究から、生活シーンや嗜好変化に対応した食品開

発までの幅広い分野を対象に取り組みました。 

ハム・ソーセージ分野では、ベーコン、焼豚、フランクなどを対象とした、料理用途への対応や、お子様向けのカ

レーハンバーグなどを開発しました。 

惣菜分野では、朝食向けの商材や合鴨を使用した惣菜などを新たに開発、また、シリーズ商品のアイテム強化やリ

ニューアルを実施しました。 

デイリー分野では、大判サイズのピザの開発や、デザート・ヨーグルト類のアイテム拡大とリニューアルを実施し

ました。 

中央研究所では、健康素材の検索や加工技術開発として通電加熱方法、過熱蒸気の食品への利用方法の研究を、ま

た、牛肉アレルギー原因物質の検出方法の研究に取り組んでおります。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は2億19百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末に計画した設備計画について、重要な変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画した設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記のほか、新たにリース契約を締結した食品製造設備他が943百万円あります。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

特記すべき事項はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容
投資額
(百万円) 

完了年月 
完成後の 
増加能力 

提出会社 
高槻工場他 
(大阪府高槻市他) 

食品事業 食品製造設備他 1,714 平成17年9月 ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) 新株引受権付社債の権利行使による増加であります。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

種類 
中間会計期間末現在
発行数(株) 

(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 132,527,909 132,527,909
東京証券取引所(市場第一部)
大阪証券取引所(市場第一部) 
フランクフルト証券取引所 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式 

計 132,527,909 132,527,909 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日(注) 

― 132,527 ― 6,716 0 21,685



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 次の法人から、大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日 平成17年９月30日）、次のとおり株式を所有している旨

報告を受けておりますが、当中間会計期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記

「大株主の状況」では考慮しておりません。 

２ 財団法人小森記念財団は、当社創業社長故小森敏之氏の遺志により、主として当社株式を基本財産とし、その配当金等を

奨学事業及び学術研究助成等に給付することを目的として設立された法人であります。 

３ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 10,247 7.73

丸大共栄会 
大阪府高槻市緑町21番３号
丸大食品株式会社内 

8,745 6.60

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 6,766 5.11

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,920 4.47

財団法人小森記念財団 
大阪府高槻市緑町21番３号
丸大食品株式会社内 

5,250 3.96

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18番24号 4,301 3.25

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 3,619 2.73

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 3,551 2.68

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 3,311 2.50

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川２丁目３番14号 2,986 2.25

計 ― 54,696 41.27

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

ブランデス・インベスト
メント・パートナーズ・
エル・ピー 

アメリカ合衆国 カルフォルニア州
92191-9048 サンディエゴ、エル・
カミノ・レアール11988、500号室 

7,138 5.39

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 10,247千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 6,766千株

日興シティ信託銀行株式会社 2,986千株



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権4個)含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式240株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 207,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

131,614,000 
131,614 同上 

単元未満株式 
普通株式 

706,909 
― 同上 

発行済株式総数 132,527,909 ― ― 

総株主の議決権 ― 131,614 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
丸大食品株式会社 

大阪府高槻市緑町 
21番３号 

207,000 ― 207,000 0.2

計 ― 207,000 ― 207,000 0.2

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 306 314 303 300 300 331

最低(円) 262 287 273 280 275 286



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※１  9,594 7,013   10,175 

２ 受取手形及び売掛金    22,485 22,446   21,370 

３ 有価証券    30 15   38 

４ たな卸資産    16,344 16,417   15,187 

５ その他    2,105 1,922   1,542 

貸倒引当金    △140 △118   △131 

流動資産合計    50,419 40.5 47,696 39.9   48,183 39.6

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産          

(1) 建物及び構築物 ※１ 54,184   54,111 54,586   

減価償却累計額   36,717 17,467 37,434 16,676 37,153 17,433 

(2) 機械装置及び 
  運搬具 ※１ 48,184   48,519 47,801   

減価償却累計額   37,369 10,815 37,879 10,639 37,144 10,656 

(3) 工具器具備品   8,074   7,221 8,017   

減価償却累計額   5,147 2,926 5,095 2,126 5,175 2,842 

(4) 土地 ※１  28,387 25,517   28,435 

(5) 建設仮勘定    863 426   600 

有形固定資産 
合計    60,460 55,385   59,967 

２ 無形固定資産    421 397   414 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券    11,307 14,500   11,691 

(2) その他    2,365 1,817   2,057 

貸倒引当金    △594 △359   △518 

投資その他の 
資産合計    13,078 15,958   13,230 

固定資産合計    73,960 59.5 71,741 60.1   73,612 60.4

資産合計    124,379 100.0 119,438 100.0   121,795 100.0

           



  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    23,831 22,549   21,405 

２ 短期借入金 ※１  1,152 1,500   1,622 

３ １年内返済 
  長期借入金 ※１  6,569 7,390   6,361 

４ １年内償還新株 
  引受権付社債    150 ―   150 

５ 未払法人税等    306 264   403 

６ 賞与引当金    775 1,032   1,029 

７ その他    4,347 4,819   4,673 

流動負債合計    37,132 29.9 37,556 31.5   35,646 29.3

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※１  9,159 7,717   9,359 

２ 繰延税金負債    1,922 3,451   2,298 

３ 退職給付引当金    8,688 7,326   8,111 

４ 役員退職慰労引当金    184 ―   196 

５ 連結調整勘定    229 139   158 

６ その他    945 700   962 

固定負債合計    21,130 17.0 19,334 16.2   21,087 17.3

負債合計    58,262 46.9 56,890 47.7   56,733 46.6

(少数株主持分)          

少数株主持分    677 0.5 635 0.5   641 0.5

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    6,705 5.4 6,716 5.6   6,716 5.5

Ⅱ 資本剰余金    21,670 17.4 21,685 18.1   21,685 17.8

Ⅲ 利益剰余金    34,724 27.9 28,741 24.1   32,988 27.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    2,657 2.1 4,876 4.1   3,200 2.6

Ⅴ 為替換算調整勘定    △146 △0.1 △67 △0.1   △108 △0.1

Ⅵ 自己株式    △173 △0.1 △41 △0.0   △60 △0.0

資本合計    65,439 52.6 61,911 51.8   64,420 52.9

負債、少数株主持分 
及び資本合計    124,379 100.0 119,438 100.0   121,795 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    107,549 100.0 108,380 100.0   213,610 100.0

Ⅱ 売上原価    84,320 78.4 84,602 78.1   168,616 78.9

売上総利益    23,228 21.6 23,777 21.9   44,993 21.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  23,158 21.5 23,597 21.8   46,309 21.7

営業利益又は 
営業損失(△)    70 0.1 180 0.1   △1,315 △0.6

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   15   14 30   

２ 受取配当金   29   67 104   

３ 不動産賃貸収入   77   83 153   

４ 為替差益   56   ― ―   

５ その他   281 459 0.4 255 420 0.4 515 804 0.4

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   121   114 236   

２ 為替差損   ―   1 21   

３ その他   157 279 0.3 132 248 0.2 373 631 0.3

経常利益又は 
経常損失(△)    250 0.2 351 0.3   △1,142 △0.5

Ⅵ 特別利益          

１ 投資有価証券売却益   699   ― 754   

２ 固定資産処分益 ※２ 8   11 109   

３ 貸倒引当金戻入益   250   26 250   

４ 退職金制度変更に 
  伴う精算差益   46   ― 46   

５ 厚生年金基金代行部
分返上差益   ― 1,004 0.9 ― 37 0.0 113 1,274 0.6

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産処分損 ※３ 181   48 352   

２ 減損損失 ※４ ―   3,902 ―   

３ 特別退職金   ―   37 315   

４ 関係会社株式売却損   ―   36 ―   

５ 転籍者給与負担金   576   ― 576   

６ 投資有価証券評価損   42 799 0.7 ― 4,024 3.7 73 1,317 0.6

税金等調整前中間純利益 
又は中間(当期)純損失 
(△) 

   454 0.4 △3,635 △3.4   △1,186 △0.5

法人税、住民税及び 
事業税   234   218 435   

法人税等調整額   △9 224 0.2 △11 207 0.1 △105 329 0.2

少数株主損失又は 
少数株主利益(△)    △12 △0.0 △2 △0.0   24 0.0

中間純利益又は 
中間(当期)純損失(△)    217 0.2 △3,845 △3.5   △1,491 △0.7

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  
  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   21,669 21,685   21,669

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 新株引受権の行使に
よる増加 

0 0 0 0 15 15

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  21,670 21,685   21,685

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   34,905 32,988   34,905

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間純利益 217 217 ― ― ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 中間(当期)純損失 ― 3,845 1,491 

２ 配当金 396 396 396 

３ 自己株式処分差損 2 398 5 4,246 29 1,917

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  34,724 28,741   32,988

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間純利益 
  又は税金等調整前 
  中間(当期)純損失(△) 

 454 △3,635 △1,186

２ 減価償却費  2,051 1,972 4,335

３ 貸倒引当金の減少額  △239 △167 △325

４ 退職給付引当金の減少額  △1,988 △777 △2,565

５ 退職金制度変更による 
  未払金の増加額 

 1,161 ― 1,143

６ 受取利息及び受取配当金  △44 △81 △135

７ 支払利息  121 114 236

８ 固定資産処分損  172 37 243

９ 減損損失  ― 3,902 ―

10 有価証券売却損益(益は△)  △699 36 △754

11 有価証券評価損  42 ― 73

12 売上債権の増減額 
  (増加は△) 

 △87 △1,834 1,100

13 たな卸資産の増加額  △1,415 △1,413 △269

14 仕入債務の増減額 
  (減少は△) 

 1,247 2,552 △1,182

15 その他  △482 △398 525

   小計  294 308 1,240

16 利息及び配当金の受取額  98 99 144

17 利息の支払額  △117 △114 △229

18 法人税等の支払額  △281 △276 △501

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △5 16 653

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の純増減額 
  (増加は△) 

 269 △12 335

２ 有価証券の取得による支出  △15 △15 △125

３ 有価証券の売却による収入  1,023 32 1,972

４ 固定資産の取得による支出  △3,895 △1,981 △5,643

５ 固定資産の売却による収入  196 477 442

６ 子会社株式の取得による 
  支出 

 ― △15 ―

７ 連結の範囲の変更を伴う 
  子会社株式の売却による 
  支出 

 ― △348 ―

８ その他  303 △66 360

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,117 △1,930 △2,659



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純減少額  △720 △122 △249

２ 長期借入れによる収入  2,180 2,200 6,222

３ 長期借入金の返済による 
  支出 

 △2,834 △2,812 △6,923

４ 社債の償還による支出  △100 △150 △100

５ 配当金の支払額  △396 △396 △396

６ その他  △140 14 △34

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,012 △1,267 △1,482

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 1 7 1

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △4,132 △3,173 △3,486

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 13,563 10,077 13,563

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

※ 9,430 6,903 10,077

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

      

 (1) 連結子会社 連結子会社の数43社 

主要な連結子会社の名称 

 ㈱丸大フード西日本、丸

大水産㈱、㈱丸大フード

東日本、㈱丸大フード東

海 

連結子会社の数42社 

主要な連結子会社の名称 

 ㈱丸大フード西日本、㈱

丸大フード東日本、㈱丸

大フード東海 

連結子会社の数43社 

主要な連結子会社の名称 

 ㈱丸大フード西日本、丸

大水産㈱、㈱丸大フード

東日本、㈱丸大フード東

海 

     丸大水産㈱は、保有株式

売却に伴い当中間連結会計

期間より連結の範囲から除

外しました。 

 当期に買収した丸大興産

㈱を当連結会計年度から連

結の範囲に含めることとし

ました。 

 また、MARBEST CORP.は

清算により連結から除外し

ました。 

        

 (2) 非連結子会社 該当事項はありません。 同左 同左 

        

２ 持分法の適用に関

する事項 

      

 (1) 持分法を適用し

た非連結子会社 

該当事項はありません。 同左 同左 

        

 (2) 持分法を適用し

た関連会社 

２社 

会社名 コロちゃん㈱ 

    梅屋香港有限公司 

２社 

会社名 コロちゃん㈱ 

    梅屋香港有限公司 

２社 

会社名 コロちゃん㈱ 

    梅屋香港有限公司 

        

 (3) 持分法を適用し

ていない非連結

子会社及び関連

会社 

該当事項はありません。 同左 同左 

        

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項 

中間決算日が中間連結決算

日と異なる連結子会社 

MARBEST CORP. 

中間決算日 ６月30日 

MARBEST FOODS CO. 

中間決算日 ６月30日 

青島丸魯大食品有限公司 

中間決算日 ６月30日 

  なお、中間連結決算日

との間に生じた重要な取

引は、連結上必要な調整

を行なっております。 

中間決算日が中間連結決算

日と異なる連結子会社 

MARBEST FOODS CO. 

中間決算日 ６月30日 

青島丸魯大食品有限公司 

  中間決算日 ６月30日 

  なお、中間連結決算日

との間に生じた重要な取

引は、連結上必要な調整

を行なっております。 

決算日が連結決算日と異な

る連結子会社 

MARBEST FOODS CO.  

決算日 12月31日 

青島丸魯大食品有限公司 

決算日 12月31日 

  なお、連結決算日の間

に生じた重要な取引は、

連結上必要な調整を行な

っております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

      

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

①有価証券 

 ・その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間連結決算末日

の市場価格等に基

づく時価法(評価

差額は、全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

①有価証券 

 ・その他有価証券 

同左 

①有価証券 

 ・その他有価証券 

   時価のあるもの 

    連結決算期末日の

市場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は、全部資本直

入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

  ②デリバティブ 

  時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

 ・製品、商品、半製品 

  主として売価還元法に

よる原価法 

③たな卸資産 

 ・製品、商品、半製品 

同左 

③たな卸資産 

 ・製品、商品、半製品 

同左 

   ・原材料 

  主として総平均法によ

る原価法 

 ・原材料 

同左 

 ・原材料 

同左 

        

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

  主として定率法によっ

ております。 

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法によっ

ております。 

  なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。 

 建物及び構築物 

12～50年 

 機械装置及び運搬具 

４～９年 

①有形固定資産 

同左 

①有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  なお、ソフトウエア

(自社利用分)について

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法によっております。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の

計上基準 

①貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備え

るため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回

収可能性を検討し回収不

能見込額を計上しており

ます。 

①貸倒引当金 

同左 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当中間連結会計期間

の負担額を計上しており

ます。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与に充てるため、将

来の支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を

計上しております。 

  ③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。 

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)

による定額法によりそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しており

ます。また、過去勤務債

務については、その発生

時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数(5

年)による定額法により

費用処理しております。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)

による定額法により翌連

結会計年度から費用処理

しております。また、過

去勤務債務については、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定年数(5年)による定額

法により費用処理してお

ります。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ④役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく中間連結会計期間

末要支給額を引当計上し

ております。 

④役員退職慰労引当金 

  平成17年６月29日の定

時株主総会の日をもっ

て、親会社の役員退職慰

労金制度を廃止し、取締

役または監査役退任時に

退職慰労金を支給する

旨、当該株主総会で承認

可決されました。これに

より役員退職慰労引当金

を全額取り崩し、同日ま

での期間に対応する役員

退職慰労金相当額を、固

定負債(その他)に含め計

上しております。 

④役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく連結会計年度末要

支給額の全額を計上して

おります。 

        

 (4) 重要なリース取

引の処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

        

 (5) 重要なヘッジ会

計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

  ただし、特例処理の要

件を満たす金利スワップ

については、特例処理を

採用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ・ヘッジ手段 

   デリバティブ取引

(為替予約取引及び

金利スワップ取引) 

 ・ヘッジ対象 

   相場変動等による損

失の可能性があり、

相場変動等が評価に

反映されていないも

の及びキャッシュ・

フローが固定されそ

の変動が回避される

もの 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ・ヘッジ手段 

同左 

  

  

 ・ヘッジ対象 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ・ヘッジ手段 

同左 

  

  

 ・ヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

  将来の為替及び金利の

市場変動リスクをヘッジ

する方針であり、投機的

な取引、及び短期的な売

買損益を得る目的でのデ

リバティブ取引は行って

おりません。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ④ヘッジの有効性評価の方

法 

  ヘッジ手段とヘッジ対

象に関する重要な条件が

同一であり、ヘッジ開始

時及びその後も継続して

為替及び金利の変動によ

る影響を相殺または一定

の範囲に限定する効果が

見込まれるため、ヘッジ

の有効性の判定は省略し

ております。 

④ヘッジの有効性評価の方

法 

同左 

④ヘッジの有効性評価の方

法 

同左 

  ⑤その他リスク管理方法の

うちヘッジ会計に係るも

の 

  通貨関連、金利関連の

デリバティブ取引につい

ては、取引権限、取引限

度額及び取引手続等を定

めた社内規程に基づき運

用しております。 

  すなわち、デリバティ

ブ取引の依頼部門と執行

等の管理部門は分離され

ており、その取引内容に

ついては、毎月担当役員

に報告しております。 

⑤その他リスク管理方法の

うちヘッジ会計に係るも

の 

同左 

⑤その他リスク管理方法の

うちヘッジ会計に係るも

の 

同左 

        

 (6) その他中間連結

(連結)財務諸表

作成のための重

要な事項 

①消費税等の会計処理 

  税抜方式を採用してお

ります。 

②連結納税制度 

  連結納税制度を採用し

ております。 

①消費税等の会計処理 

同左 

  

②連結納税制度 

同左 

①消費税等の会計処理 

同左 

  

②連結納税制度 

同左 

    
５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヵ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。 

同左 同左 



  
会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純損

失が3,902百万円増加しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結損益計算書) 

 前中間連結会計期間まで営業外収益「その他」に含

めて表示しておりました「不動産賃貸収入」について

は、重要性が増したため、当中間連結会計期間より区

分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間の不動産賃貸収入は、74

百万円であります。 

――― 

  

    

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシ

ュ・フロー「その他」に含めて表示しておりました

「有価証券売却益」については、重要性が増したた

め、当中間連結会計期間より区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「有価証券売却益」は47百万円であります。 

――― 

  



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(退職給付引当金) 

 当社及び一部の連結子会社は、確

定拠出年金法の施行に伴い、平成16

年４月に退職一時金制度の一部につ

いて確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、特別利益

として46百万円計上されておりま

す。 

  

(法人事業税の表示区分について) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する連結会計年度

より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当中間連結会計期間か

ら「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」(平成16年２

月13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が78百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益

が、78百万円減少しております。 

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――― 

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(法人事業税の表示区分について) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する連結会計年

度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が144百万円増加し、営業損失、経

常損失及び税金等調整前当期純損失

がそれぞれ144百万円増加しており

ます。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 担保に供してい

る資産 

担保に供している資産並

びに担保付債務は次のと

おりであります。 

  

 上記のうち（ ）内書は

工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。 

    

 担保資
産 

 
百万円

 
百万円

定期預金 166 ( 166)

建物及び
構築物 

683 ( 683)

機械装置
及び運搬
具 

93 (  93)

土地 307 ( 307)

合計 1,251 (1,251)
    
 担保付
債務 

 
百万円

 
百万円

短期借入
金 

420 ( 420)

１年内返
済長期借
入金 

126 ( 126)

長期借入
金 

577 ( 577)

合計 1,123 (1,123)

担保に供している資産並

びに担保付債務は次のと

おりであります。 

  

 上記のうち（ ）内書は

工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。 

  

担保資
産 

 
百万円

 
百万円

定期預金 62 (   62)

建物及び
構築物 

615 ( 615)

機械装置
及び運搬
具 

73 ( 73)

土地 273 ( 273)

合計 1,025 (1,025)

担保付
債務 

 
百万円

 
百万円

短期借入
金 

450 ( 450)

１年内返
済長期借
入金 

152 ( 152)

長期借入
金 

492 ( 492)

合計 1,094 (1,094)

担保に供している資産並

びに担保付債務は次のと

おりであります。 

  

 上記のうち（ ）内書は

工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。 

  

担保資
産 

 
百万円

 
百万円

定期預金 122 ( 122)

建物及び
構築物 

640 ( 640)

機械装置
及び運搬
具 

78 (  78) 

土地 243 ( 243)

合計 1,085 (1,085)
  

担保付
債務 

 
百万円

 
百万円

短期借入
金 

360 ( 360)

１年内返
済長期借
入金 

159 ( 159)

長期借入
金 

567 ( 567)

合計 1,086 (1,086)

        

 ２ 偶発債務 次の会社の借入金に対して

債務保証を行っておりま

す。 

奥出雲
ファーム㈲ 

227百万円

コロちゃん㈱ 121 

次の会社の借入金に対して

債務保証を行っておりま

す。 

奥出雲
ファーム㈲ 

195百万円

    

次の会社の借入金に対して

債務保証を行っておりま

す。 

奥出雲
ファーム㈲ 

215百万円

コロちゃん㈱ 102 

        

 ３ 手形割引高 受取手形割引 
残高 

70百万円
受取手形割引
残高 

100百万円
――― 



  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

項目 
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

 ４ 当座貸越契約 当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行

と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づ

く当中間連結会計期間末の

借入未実行残高は次のとお

りであります。 

当座貸越 
契約の 
総額 

21,690百万円

借入実行 
残高 

― 

 差引額 21,690 

当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行

と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づ

く当中間連結会計期間末の

借入未実行残高は次のとお

りであります。 

当座貸越
契約の 
総額 

21,690百万円

借入実行
残高 

―

 差引額 21,690 

当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行

と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づ

く当連結会計年度末の借入

未実行残高は次のとおりで

あります。 

当座貸越 
契約の 
総額 

21,690百万円

借入実行 
残高 

― 

 差引額 21,690 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般

管理費 

主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

百万円 

配送費 8,019

給与手当 5,872

賞与 119

賞与引当金 
繰入額 

486

退職給付引当金 
繰入額 

379

役員退職慰労 
引当金繰入額 

12

広告宣伝費 556

貸倒引当金 
繰入額 

50

減価償却費 268

研究開発費 227

主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

百万円 

配送費 8,399

給与手当 5,802

賞与 209

賞与引当金
繰入額 

652

退職給付引当金
繰入額 

175

広告宣伝費 529

貸倒引当金
繰入額 

18

減価償却費 304

研究開発費 219

主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

百万円 

配送費 16,223

給与手当 11,655

賞与 777

賞与引当金 
繰入額 

611

役員退職慰労 
引当金繰入額 

25

退職給付引当金 
繰入額 

667

広告宣伝費 1,016

貸倒引当金 
繰入額 

76

減価償却費 566

研究開発費 454

        

※２ 固定資産処分益 主なものは、土地の売却に

よるものであります。 

主なものは、土地の売却に

よるものであります。 

主なものは、土地の売却に

よるものであります。 

        

※３ 固定資産処分損 主なものは、機械装置等の

除却によるものでありま

す。 

主なものは、建物等の除

却、土地の売却によるもの

であります。 

主なものは、建物、機械装

置等の除却によるものであ

ります。 



  

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※４ 減損損失 ――― 当社グループは、以下の資

産について減損損失を計上

しております。 

当社グループは、事業用資

産、賃貸用資産、遊休資産

の区分にて資産のグループ

化を行い、事業用資産につ

いては全体を一つの資産グ

ループとし、賃貸用資産お

よび遊休資産については個

別資産を、グルービングの

最小単位としております。

この結果、帳簿価額に対

し、時価が著しく下落して

いる賃貸用資産および遊休

資産について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額して

おります。減損損失の内訳

は、土地2,651百万円、建

物等1,250百万円となって

おります。 

なお、回収可能価額は、賃

貸用資産については正味売

却価額または使用価値によ

り測定し、遊休資産につい

ては正味売却価額により測

定しております。正味売却

価額は鑑定評価額等により

評価し、使用価値について

は将来キャッシュ・フロー

を5.0％で割り引いて算定

しております。 

用途 種類 場所 
金額 

(百万円)

賃貸 土地等
広島県

他 
1,112

遊休
土地、

建物等
〃 2,789

計 ― ― 3,902

――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※現金及び現金同等物の中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額と

の関係 

  

現金及び 
預金勘定 

9,594百万円

有価証券勘定 30  

預入期間が 
３ヵ月を超える 
定期預金 

△163  

株式及び償還 
期間が３ヵ月を 
超える債券等 

△30  

現金及び 
現金同等物 

9,430  

※現金及び現金同等物の中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額と

の関係 

  

現金及び 
預金勘定 

7,013百万円

有価証券勘定 15

預入期間が
３ヵ月を超える 
定期預金 

△110

株式及び償還
期間が３ヵ月を 
超える債券等 

△15

現金及び 
現金同等物 

6,903

※現金及び現金同等物の連結会計年

度末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

  

現金及び
預金勘定 

10,175百万円

有価証券勘定 38  

預入期間が
３ヵ月を超える 
定期預金 

△98  

株式及び償還 
期間が３ヵ月を 
超える債券等 

△38  

現金及び
現金同等物 

10,077  



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

   

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

 
工具器具 
備品他 
(百万円) 

 
合計 

(百万円)

取得価額 
相当額  8,417 1,961 10,379

減価償却
累計額 
相当額 

 2,313 559 2,873

中間期末 
残高 
相当額 

 6,103 1,402 7,505

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

   

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
備品他 
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額  9,255 2,463 11,719

減価償却
累計額 
相当額 

 2,929 902 3,831

中間期末 
残高 
相当額 

 6,326 1,560 7,887

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具 
備品他 
(百万円) 

 
合計 

(百万円)

取得価額
相当額 8,780 2,265 11,046

減価償却
累計額 
相当額 

2,657 720 3,378

期末残高
相当額 6,122 1,545 7,667

      

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 1,487百万円

１年超 6,122 

計 7,609 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 1,654百万円

１年超 6,279 

計 7,934 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 1,572百万円

１年超 6,210 

計 7,782 

      

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 824百万円

減価償却費相当額 754 

支払利息相当額 92 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 917百万円

減価償却費相当額 836 

支払利息相当額 103 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 1,695百万円

減価償却費相当額 1,548 

支払利息相当額 197 

      

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

  ・リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

  利息相当額の算定方法 

  ・リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 当中間連結会計期間において、投資有価証券について42百万円(その他有価証券で時価のあるもの42百万円)減損処理を行っ

ております。 

なお、減損処理にあたっては、30％以上50％未満下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について

減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

  

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

①株式 5,726 10,221 4,494

②債券  

  国債・地方債等 ― ― ―

  社債 52 54 2

  その他 ― ― ―

③その他 620 620 0

計 6,398 10,896 4,497

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 

①非上場株式(店頭売買株式を除く) 140

②債券他 8

計 148

子会社株式及び関連会社株式 

①関連会社株式 293

計 293

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

①株式 5,251 13,456 8,204

②債券  

  国債・地方債等 ― ― ―

  社債 20 24 4

  その他 ― ― ―

③その他 620 620 0

計 5,891 14,101 8,210



２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 当連結会計年度において、投資有価証券について73百万円(その他有価証券で時価のあるもの73百万円)減損処理を行ってお

ります。 

なお、減損処理にあたっては、30％以上50％未満下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について

減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 

①非上場株式 116

②債券他 8

計 124

子会社株式及び関連会社株式 

①関連会社株式 289

計 289

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

①株式 5,242 10,620 5,377

②債券  

  国債・地方債等 ― ― ―

  社債 52 55 3

  その他 ― ― ―

③その他 620 620 0

計 5,914 11,296 5,381

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 

①非上場株式 116

②債券他 8

計 124

子会社株式及び関連会社株式 

①関連会社株式 309

計 309



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

前中間連結会計期間のデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため注記の対象から除いておりま

す。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間のデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため注記の対象から除いておりま

す。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

前連結会計年度のデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため注記の対象から除いております。 

  

前へ     



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成17年４月１

日 至 平成17年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業損益の合計額に占める食品事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成17年４月１

日 至 平成17年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略

しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成17年４月１

日 至 平成17年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、当中間連結会計期間は潜在株式が存在しないため記載しており

ません。また、前連結会計年度は潜在株式が存在するものの当期純損失であるため記載しておりません。 

２ １株当たり中間純利益又は中間(当期)純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりです。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 497.61円 １株当たり純資産額 467.89円 １株当たり純資産額 487.22円 

１株当たり中間純利益 1.65円 １株当たり中間純損失 29.06円 １株当たり当期純損失 11.32円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
1.65円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
― 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
― 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間純利益又は
中間(当期)純損失(△) 

  

中間純利益又は中間(当期)
純損失(△)(百万円) 

217 △3,845 △1,491 

普通株主に帰属しない 
金額(百万円) 

― ― ― 

普通株式に係る中間純利益
又は中間(当期)純損失(△) 
(百万円) 

217 △3,845 △1,491 

期中平均株式数(千株) 131,774 132,307 131,759 

    

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

  

中間(当期)純利益調整額
(百万円) 

― ― ― 

普通株式増加数(千株) 271 ― ― 

 （うち新株引受権） （271） （―） （―）

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利益の
算定に含めなかった潜在株
式の概要 

――― ――― ―――



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   4,250   2,719 4,695   

２ 受取手形   584   393 387   

３ 売掛金   20,136   20,343 19,021   

４ 有価証券   30   15 38   

５ たな卸資産   12,274   12,661 11,425   

６ その他   3,178   2,564 3,029   

貸倒引当金   △125   △95 △115   

流動資産合計    40,330 35.7 38,602 35.4   38,483 34.8

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物   13,919   13,119 13,825   

(2) 機械装置   9,618   9,518 9,517   

(3) 土地   27,887   24,873 27,791   

(4) その他   5,389   4,135 5,072   

有形固定資産合計   56,815   51,646 56,206   

２ 無形固定資産   362   346 357   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   11,331   14,520 11,684   

(2) その他   5,751   4,533 5,219   

貸倒引当金   △1,506   △741 △1,387   

投資その他の資産合計   15,577   18,312 15,516   

固定資産合計    72,755 64.3 70,305 64.6   72,080 65.2

資産合計    113,085 100.0 108,907 100.0   110,563 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   493   492 476   

２ 買掛金   19,409   18,598 17,435   

３ 短期借入金   1,300   2,040 1,600   

４ １年内返済 
  長期借入金   6,254   7,190 6,044   

５ １年内償還新株引受 
  権付社債   150   ― 150   

６ 賞与引当金   454   603 606   

７ その他 ※４ 4,511   4,765 4,935   

流動負債合計    32,574 28.8 33,689 30.9   31,248 28.3

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金   8,067   6,728 8,277   

２ 繰延税金負債   1,889   3,375 2,227   

３ 退職給付引当金   8,232   6,846 7,646   

４ 役員退職慰労引当金   177   ― 190   

５ その他   858   631 847   

固定負債合計    19,224 17.0 17,582 16.2   19,188 17.3

負債合計    51,798 45.8 51,272 47.1   50,437 45.6

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    6,705 5.9 6,716 6.2   6,716 6.1

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   21,670   21,685 21,685   

資本剰余金合計    21,670 19.2 21,685 19.9   21,685 19.6

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   1,676   1,676 1,676   

２ 任意積立金   26,623   26,121 26,623   

３ 中間(当期)未処分 
  利益又は中間未処理 
  損失(△) 

  2,126   △3,392 297   

利益剰余金合計    30,426 26.9 24,406 22.4   28,597 25.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    2,658 2.4 4,868 4.4   3,187 2.9

Ⅴ 自己株式    △173 △0.2 △41 △0.0   △60 △0.1

資本合計    61,287 54.2 57,635 52.9   60,125 54.4

負債資本合計    113,085 100.0 108,907 100.0   110,563 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    85,164 100.0 86,123 100.0   168,836 100.0

Ⅱ 売上原価    68,071 79.9 68,512 79.6   135,776 80.4

売上総利益    17,093 20.1 17,610 20.4   33,060 19.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費    17,771 20.9 18,028 20.9   35,451 21.0

営業損失(△)    △678 △0.8 △417 △0.5   △2,391 △1.4

Ⅳ 営業外収益 ※１  764 0.9 715 0.8   1,346 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※２  287 0.3 252 0.2   638 0.4

経常利益又は 
経常損失(△)    △201 △0.2 45 0.1   △1,683 △1.0

Ⅵ 特別利益 ※３  1,003 1.1 45 0.1   1,328 0.8

Ⅶ 特別損失 ※４  787 0.9 4,055 4.8   1,550 0.9

税引前中間純利益又は 
中間(当期)純損失(△)    14 0.0 △3,965 △4.6   △1,904 △1.1

法人税、住民税及び 
事業税   △169   △175 △287   

法人税等調整額   △0 △170 △0.2 △0 △175 △0.2 △1 △288 △0.1

中間純利益又は 
中間(当期)純損失(△)    185 0.2 △3,789 △4.4   △1,615 △1.0

前期繰越利益    1,943  402    1,943  

自己株式処分差損    2 5   29 

中間(当期)未処分利益 
又は中間未処理損失 
(△) 

   2,126  △3,392    297  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ②その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

     (評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

  ②その他有価証券 

同左 

  ②その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、

移動平均法により算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

 (2) デリバティブ 

   時価法 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (3) たな卸資産 

  ①製品・商品・半製品 

    売価還元法による原価法 

 (3) たな卸資産 

  ①製品・商品・半製品 

同左 

 (3) たな卸資産 

  ①製品・商品・半製品 

同左 

  ②原材料 

    総平均法による原価法 

  ②原材料 

同左 

  ②原材料 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法によっております。 

    ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属

設備は除く)については、定

額法によっております。 

    なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

    建物       12～50年 

    機械装置      ９年 

    車両運搬具     ５年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法によっております。 

    ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属

設備は除く)については、定

額法によっております。 

    なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

    建物       12～50年 

    機械装置      ９年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

    定額法によっております。 

    なお、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっておりま

す。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

    定額法によっております。 

    なお、償却年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞

与に充てるため、将来の支給

見込額のうち当中間会計期間

の負担額を計上しておりま

す。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞

与に充てるため、将来の支給

見込額のうち当期の負担額を

計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法によ

りそれぞれ発生の翌期から費

用処理しております。 

    また、過去勤務債務につい

ては、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数(5年)による定額法に

より費用処理しております。 

 (3) 退職給付引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法によ

り翌期から費用処理しており

ます。 

    また、過去勤務債務につい

ては、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数(5年)による定額法に

より費用処理しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく中

間会計期間期末要支給額を計

上しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

    平成17年６月29日の定時株

主総会の日をもって、役員退

職慰労金制度を廃止し、取締

役または監査役退任時に退職

慰労金を支給する旨、当該株

主総会で承認可決されまし

た。これにより、役員退職慰

労引当金を全額取り崩し、同

日までの期間に対応する役員

退職慰労金相当額を、固定負

債(その他)に含め計上してお

ります。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

      

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

    ただし、特例処理の要件を

満たす金利スワップについて

は、特例処理を採用しており

ます。 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

    デリバティブ取引(為替予

約取引及び金利スワップ取

引) 

  ・ヘッジ対象 

    相場変動等による損失の可

能性があり、相場変動等が評

価に反映されていないもの及

びキャッシュ・フローが固定

されその変動が回避されるも

の 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

同左 

  

  

  ・ヘッジ対象 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

同左 

  

  

  ・ヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

    将来の為替及び金利の市場

変動リスクをヘッジする方針

であり、投機的な取引、及び

短期的な売買損益を得る目的

でのデリバティブ取引は行っ

ておりません。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

    ヘッジ手段とヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であ

り、ヘッジ開始時及びその後

も継続して為替及び金利の変

動による影響を相殺または一

定の範囲に限定する効果が見

込まれるため、ヘッジの有効

性の判定は省略しておりま

す。 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 



  

  

会計処理の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (5) その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの 

    通貨関連、金利関連のデリ

バティブ取引については、取

引権限、取引限度額及び取引

手続等を定めた社内規程に基

づき運用しております。 

    すなわち、デリバティブ取

引の依頼部門と執行等の管理

部門は分離されており、その

取引内容については、毎月担

当役員に報告しております。 

 (5) その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの 

同左 

 (5) その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの 

同左 

      

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

    税抜方式を採用しておりま

す。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

同左 

 (2) 連結納税制度 

     連結納税制度を採用してお

ります。 

 (2) 連結納税制度 

同左 

 (2) 連結納税制度 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

 これにより税引前中間純損失が

3,902百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

――― 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(退職給付引当金) 

 当社は、確定拠出年金法の施行に

伴い、平成16年４月に退職一時金制

度の一部について確定拠出年金制度

へ移行し、「退職給付制度間の移行

等に関する会計処理」（企業会計基

準適用指針第１号）を適用しており

ます。 

 本移行に伴う影響額は、特別利益

として46百万円計上されておりま

す。 

  

(法人事業税の表示区分について) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が69百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、69百

万円減少しております。 

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――― 

  

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(法人事業税の表示区分について) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が132百万円増加し、営業損失、経

常損失及び税引前当期純損失がそれ

ぞれ132百万円増加しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

73,966百万円 75,279百万円 74,089百万円 

        

 ２ 偶発債務 次の会社に対して債務保証

を行っております。 

同左 同左 

  ・金融機関からの借入に対

する保証 

・金融機関からの借入に対

する保証 

・金融機関からの借入に対

する保証 

    戸田フーズ㈱ 

48百万円 

  丸大ペットフード㈱ 

64 

  MARBEST FOODS CO. 

94 

  奥出雲ファーム㈲ 

227 

  宮崎高原ファーム㈱ 

380 

  ㈱パイオニアフーズ 

958 

  八幡食品㈱ 

296 

  コロちゃん㈱ 

121 

  青島丸魯大食品 

  有限公司 

405 

  戸田フーズ㈱ 

5百万円 

  奥出雲ファーム㈲ 

195 

  宮崎高原ファーム㈱ 

380 

  ㈱パイオニアフーズ 

794 

  八幡食品㈱ 

355 

  青島丸魯大食品 

  有限公司 

148 

  戸田フーズ㈱ 

8百万円 

  丸大ペットフード㈱ 

64 

  MARBEST FOODS CO. 

42 

  奥出雲ファーム㈲ 

215 

  宮崎高原ファーム㈱ 

380 

  ㈱パイオニアフーズ 

1,176 

  八幡食品㈱ 

376 

  コロちゃん㈱ 

102 

  青島丸魯大食品 

  有限公司 

499 

  ・取引に対する保証 

  MARBEST CORP. 

2 

  宮崎高原ファーム㈱ 

19 

  ㈱パイオニアフーズ 

  33 

計 2,650 

・取引に対する保証 

  宮崎高原ファーム㈱ 

19 

  ㈱パイオニアフーズ 

  1 

計 1,900 

・取引に対する保証 

  宮崎高原ファーム㈱ 

17 

計 2,881 

        

 ３ 当座貸越契約 当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行

と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づ

く当中間期末の借入未実行

残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越
契約の総額 

21,690百万円

借入実行
残高 

― 

 差引額 21,690 

当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行

と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づ

く当中間期末の借入未実行

残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越
契約の総額

21,690百万円

借入実行
残高 

―

 差引額 21,690 

当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行

と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づ

く当期末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

  

当座貸越
契約の総額 

21,690百万円

借入実行
残高 

― 

 差引額 21,690 



  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※４ 消費税等の取扱

い 

仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ、金額

的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

同左 ――― 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主
要項目 

      

   受取利息 23百万円 8百万円 34百万円 

   受取配当金 368 411 652 

        

※２ 営業外費用の主
要項目 

      

   支払利息 98百万円 89百万円 193百万円 

        

※３ 特別利益の主要
項目 

      

   固定資産処分益 7百万円 10百万円 107百万円 

   投資有価証券売

却益 
699 8 754 

   貸倒引当金戻入

益 
250 26 309 

        

※４ 特別損失の主要
項目 

      

   固定資産処分損 168百万円 37百万円 317百万円 

   投資有価証券評

価損 
42 ― 73 

   転籍者給与負担

金 
576 ― 576 

   減損損失 ― 3,902 ― 

   貸倒損失 ― 78 ― 

   特別退職金 ― 37 309 

   子会社整理損 ― ― 249 

   関係会社投資損

失 
― ― 24 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ５ 減損損失 ――― 当社は、以下の資産につい

て減損損失を計上しており

ます。 

当社は、事業用資産、賃貸

用資産、遊休資産の区分に

て資産のグループ化を行

い、事業用資産については

全体を一つの資産グループ

とし、賃貸用資産および遊

休資産については個別資産

を、グルービングの最小単

位としております。この結

果、帳簿価額に対し、時価

が著しく下落している賃貸

用資産および遊休資産につ

いて、帳簿価額を回収可能

価額まで減額しておりま

す。減損損失の内訳は、土

地 2,651 百万円、建物等

1,250百万円となっており

ます。 

なお、回収可能価額は、賃

貸用資産については正味売

却価額または使用価値によ

り測定し、遊休資産につい

ては正味売却価額により測

定しております。正味売却

価額は鑑定評価額等により

評価し、使用価値について

は将来キャッシュ・フロー

を5.0％で割り引いて算定

しております。 

用途 種類 場所 
金額 

(百万円)

賃貸 土地等
広島県

他 
1,112

遊休
土地、

建物等
〃 2,789

計 ― ― 3,902

――― 

        

 ６ 減価償却実施額       

   有形固定資産 1,788百万円 1,722百万円 3,779百万円 

   無形固定資産 28 32 62 



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

   

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

 
工具器具 
備品他 
(百万円) 

 
合計 

(百万円)

取得価額 
相当額  7,566 1,677 9,244

減価償却
累計額 
相当額 

 1,974 443 2,417

中間期末 
残高 
相当額 

 5,592 1,234 6,826

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

   

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
備品他 
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額  8,254 2,209 10,463

減価償却
累計額 
相当額 

 2,525 769 3,294

中間期末 
残高 
相当額 

 5,728 1,440 7,169

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
機械装置
(百万円)

 
車両 
運搬具 
(百万円) 

  
工具器具 
備品他 
(百万円) 

  合計 
(百万円)

取得
価額
相当額

6,625 1,233 1,996 9,855

減価
償却
累計額
相当額

1,772 534 601 2,908

期末
残高
相当額

4,853 699 1,394 6,947

      

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 1,265百万円

１年超 5,650 

計 6,916 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 1,418百万円

１年超 5,783 

計 7,201 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 1,338百万円

１年超 5,707 

計 7,046 

      

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 691百万円

減価償却費相当額 630 

支払利息相当額 82 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 776百万円

減価償却費相当額 706 

支払利息相当額 92 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 1,434百万円

減価償却費相当額 1,303 

支払利息相当額 177 

      

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

  ・リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

  利息相当額の算定方法 

  ・リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第57期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

平成16年12月16日

丸 大 食 品 株 式 会 社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸大食

品株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16

年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、丸大食品株式会社及び連結子会社の平成16年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  松  井  隆  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

平成17年12月15日

丸 大 食 品 株 式 会 社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸大食

品株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17

年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、丸大食品株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により

中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  松  井  隆  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

平成16年12月16日

丸 大 食 品 株 式 会 社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸大食

品株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第57期事業年度の中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年

9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、丸大食品株式会社の平成16年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年4月1日か

ら平成16年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  松  井  隆  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

平成17年12月15日

丸 大 食 品 株 式 会 社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸大食

品株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第58期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年

9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、丸大食品株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1日か

ら平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により

中間財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  松  井  隆  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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